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 Ⅰ．算定手順

接続料の算定

端末系伝送路（加入者回線）          　

主�





２．光信号中継伝送機能

(１)原価の算定

（単位：百万円）

区　分 光信号 備　考

中継伝送路

①指定設備管理運営費 214,228 別紙３.光信号中継伝送機能の費用明細表（光）より

②他人資本費用 11,640 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 9,782 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 9,415 (③自己資本費用+(⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率))×利益対応税率

⑤合計 245,065 ①+②+③+④

⑥正味固定資産 757,076 別紙４.光信号中継伝送機能の固定資産明細表（光）より

⑦投資等 2,650 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 1,968 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 13,488 ⑤ 合 計 2 4 5 , 0 6 5②他人資1 1 , 6 4 01 1 , 6 4 0( ① 設 悩 � ﾘ ﾘ i ( h ﾇ � 6 � � x ｴ � E ﾈ , ﾉ N � � k 鞏 y U ﾈ � 佰 X � ｨ . h . �
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3.ルーティング伝送機能



Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定

(単位：百万円)







Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成11年度実績とした。

3.40%

(単位：％)

年度 11

区分

3.40

(注)社債及び借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの禍



Ⅶ.自己資本利益率の算定

1.ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)
年度 平均（注４）

H9
区分 単年

3.04 1.18 0.67 －

β値の適用 ○ × × －

2.20 1.50 1.69 －

①－② 0.84 － － －

β＝1~6
(注３)

（注１）主要企業の自己資本利益率は「日経経営指標」より。但し、平�
（注� ）3ﾀ値に恵鈎熊は�ﾟ�D�7h&同�&.�





Ⅸ．料金設定に使用した回線数

１．端末回線数

・光端末回線算定に使用した回線数 （単位：回線）

ａ. ｂ. ｃ＝ａ×ｂ

平成１１年度 芯線数 換算後

稼動回線数









（別紙４）

光信号中継伝送機能の固定資産明細表

　（参考２）設備区分別の費用明細表をもとに算定

（単位：百万円）

光 メタル

取 得 価 額 43,830 0 0 43,830





（参考１）

設備区分等

費用の項目

営 業 費

（再）貸倒損失

運 用 費

施 設 保 全 費

共 通 費

管 理 費

試 験 研 究 費

通 信 設 備 使 用 料

租 税 公 課

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

（ 再 ） 除 却 損

     合  　　   計

（単位　百万円）

指定設備管理部門 指定設備利用部門
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（参考２）

設　　備　　区　　分　　別　　固　　定　　資　　産　　明　　細　　表　



（参考２）

設備区分等

　

固定資産の項目

取 得 価 額

公衆電話機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

市内電話機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

市外電話機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

電信機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

機 取 得 価 額

電報機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

ＤＤＸ機械設備 減価償却累計額

械 正 味 価 額

取 得 価 額

画像機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

設 ＯＣＮ機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

伝送機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

備 取 得 価 額

無線機械設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

電力設備 減価償却累計額

正 味 価 額

取 得 価 額

電話番号案内設備 減価償却累計額

正 味 価 額

�













（参考５）

設備区分別費用明細表および設備区分別固定資産明細表における補正

　「端末系交換設備～中継系交換設備伝送路」及び「中継系交換設備」の市内通信機能利用分については、

当該設備の利用の実態に即した算定とするため、「端末系交換設備間伝送路」及び「群タンデム交換設備」

」







Ⅰ．設備管理運営費

（単位：百万円）

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成１３－１９ 算定方法

実績 (７年間）

営業費 人件費 3 3 3 実 職 � I ｻ B � ﾁ 味I ｻ B � ﾁ 味



Ⅱ．固定資産

（単位：百万円）

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 算定方法

線路設備 光ケーブル 取得固定資産 205,146 255,269 304,356 351,547 397,186









Ⅱ．固定資産

（単位：百万円）

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 算定方法

機械設備 ＦＴＭ 取得固定資産 5,372 6,033 6,351 6,847 7,733 9,336 10,986 12,080 12,856 前年度値＋当年度取得資産－除却額

正味固定資産 1,519 1,627 1,411 1,378 1,682 2,493 3,084 3,020 2,709 前年度値＋当年度取得資産－除却額－減価償却費【当年度稼働資産×0.319】

その他 取得固定資産 149 152 153 155 158 163 167 169 170 前年度値×取得固定資産伸率にＦＴＭの変動率を加味

正味固定資産 44 45 45 46 47 48 49 50 50 前年度値×取得固定資産伸率にＦＴＭの変動率を加味

建物 取得固定資産 5,067 5,153 5,188 5,242 5,336 5,498 5,637 5,712 5,760 前年度値×取得固定資産伸率にＦＴＭの変動率を加味

正味固定資産 2,626 2,671 2,689 2,717 2,766 2,850 2,922 2,961 2,986 前年度値×取得固定資産伸率にＦＴＭの変動率を加味

構築物 取得固定資産



Ⅲ．需要

光サービスの利用意向調査等を元に算定した。

（単位：千芯）

平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 備考

光サービス芯線数 250 365 518 783 1,193 1,921 3,238 4,592 5,494
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